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 日本郵政株式会社（東京都千代田区、取締役兼代表執行役社長 増田 寬也／以下「日本郵政」） 

および日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長兼執行役員社長 千田 哲也／以下 

「日本郵便」）は、2022年4月より社会課題に取り組む企業や地方自治体に社員を派遣し、共同で 

事業モデルの検討を行う「ローカル共創イニシアティブ」（以下「LCI」）を推進しています。 

このたび、日本郵政と日本郵便は、LCI1期の協業パートナーである一般社団法人Next Commons Lab

（以下「NCL」）を中心に設立され、共同体自治を再定義し、地球を再生可能な状態に取り戻すこと

を目指す株式会社paramita（東京都新宿区、代表取締役 林 篤志、大澤 哲也、以下「paramita」）

と、持続可能な地域社会の実現を目的とした、業務提携に関する基本合意書を締結いたしましたので、 

お知らせいたします。 

 

1 背景 

日本の地域においては、少子高齢化が進行し、人口減少に伴う税収減、そして社会保障費の増加

により、従来通りの行政サービスやインフラを維持することが難しくなるなど、構造的な課題に 

直面しています。 

日本郵政・日本郵便は郵便局と物流のネットワークを基盤に、生活に必要不可欠な社会インフラ

としての役割と地域内で蓄積された社会関係資本を持っています。また、LCIにおいて、社員の派遣

先となる協業パートナーのベンチャー企業等とともに、少子高齢化、地方格差、気候変動といったさ

まざまな社会的な課題をビジネスで解決することを目指しています。paramitaはLCI1期の協業パート

ナーでもあるNCLを中心に、社会の変化を捉え地域資源を活用した事業を推進してきた実績・ノウハ

ウを持つ3社（NCL、三ッ輪ホールディングス株式会社、株式会社TART）により、共同体自治を再定義

し、地球を再生可能な状態に取り戻すことを目的に設立されました。日本郵政・日本郵便とparamita

は持続可能な地域社会の実現を目的とし、お互いが持つリソースを掛け合わせることにより、地域内

における住民共助のシステム構築と地域に暮らし続けるためのソリューション開発に挑戦することと

いたしました。 

 
2 概要 

paramitaが中心となって進める奈良県奈良市月ヶ瀬地域および三重県尾鷲市におけるLocal Coop

（※）プロジェクトでの共創に向け、協議を進めてまいります。具体的には以下の内容に係る検討

からスタートします。 

 ・地域内におけるコミュニティ醸成を推進するため拠点開設などへの協力 

 ・ソリューションの開発・展開時の効果最大化を目指した住民ニーズなど把握への協力体制構築 

 ・ソリューションの開発・展開を効果的に推進するための地域リソースへの取り次ぎに係る協力体

制の構築 

・地域における環境保全を持続的に実現させるための環境価値の販売に係る郵便局ネットワークの

活用 

・将来的な地域における生活インフラ機能拠点の集約に係る検討 
 

株式会社paramitaと業務提携に関する基本合意書の締結 

－人口減・税収減が進む地域社会における地域内共助システムの構築および 

ソリューション開発のため協働－
 



※ Local Coopとは：急速な人口減少時代において、小さくて多様な地域社会を支える共同体OS

のことを指します。テクノロジーの活用と互助・共助により、暮らしに必要なインフラを維持

できる状態をつくり、土地と結びつきながら、地域内外の多様な人々がつながり、協働できる

コミュニティをつくります。 

（参考リンク：Local Coop Webサイト） 

 

＜Local Coop×日本郵政・日本郵便の取り組みイメージ＞ 

 
 

 日本郵政グループは、さまざまな社会的な課題をビジネスで解決するため、自身の持つ経営資源を

プラットフォームと捉え、自治体や幅広い企業との協業も視野に入れ地域社会に価値を提供し続けて

まいります。 

 

（参考）2022年2月10日付報道発表資料 

「ローカル共創イニシアティブ」の開始～地方のベンチャー企業に日本郵政グループ社員を派

遣し新規ビジネス等を創出～  

 

 

■ paramita 会社概要 

社名：株式会社paramita 

所在地：東京都新宿区西新宿8-14-24 西新宿KFビル2F 

資本金：2,200万円（資本準備金を含む） 

代表者：代表取締役 林 篤志 大澤 哲也 

設立年月日：2023年6月29日 

事業内容： 

・持続可能な共同体自治を実現する社会OS「Local Coop」の開発および運用支援 

・Local Coopの導入を検討する自治体、事業者へのコンサルティング 

・デジタルテクノロジーによって自然資本の再生を促し、気候変動問題を解決する「SINRA」の運営

ウェブサイト：https://paramita.co.jp 

設立リリース：https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000124080.html 

 

以 上 

https://localcoop.io/
https://www.japanpost.jp/pressrelease/jpn/2022/20220210168582.html
https://www.japanpost.jp/pressrelease/jpn/2022/20220210168582.html
https://paramita.co.jp/
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000124080.html

